
川崎市営住宅使用料口座振替収納事務取扱要綱 

（趣旨） 

第 1条 この要綱は、川崎市営住宅使用料（以下「住宅使用料」という。）を銀行等の預金口座か

ら口座振替により納付する場合の事務手続を定め、これによって使用者の住宅使用料納付の利

便を図ることを目的とする。 

（対象者） 

第 2条 対象者は、住宅使用料の納付義務者（以下「納付義務者」という。）とする。 

（口座振替の対象） 

第 3条 口座振替の対象は、住宅使用料とする。 

（取扱金融機関及び取りまとめ店） 

第 4 条 取扱金融機関は、川崎市金銭会計規則に規定する指定金融機関、指定代理金融機関及び

収納代理金融機関で川崎市が取扱を依頼した川崎市内の店舗（以下「取扱金融機関」という。）

とする。ただし、市場隣接地の取扱金融機関で特に必要と思われる場合には、この限りでない。 

2  取扱金融機関の取りまとめ店（以下「取りまとめ店」という。）は、川崎市金銭会計規則第 25

条（昭和 39 年 4 月 1 日川崎市規則第 31号）に規定する取りまとめ店とする。 

（指定預金口座） 

第 5 条 指定預金口座は、普通預金口座及び当座預金口座のうち納付義務者の指定した１口座と

する。 

（口座振替の申込手続） 

第 6 条 取扱金融機関は、納付義務者から口座振替による住宅使用料の納付の依頼を受けたとき

は、所定欄に必要事項を記載した口座振替納付依頼書（様式第 1 号。以下「依頼書」という。）

及び口座振替納付届（様式第 2号。以下「納付届」という。）を提出させ、取扱金融機関の受付

印を押印のうえ取りまとめ店を経由して、受付日から 7 営業日以内に納付届を川崎市に送付す

るものとする。 

（振替日） 

第 7 条 口座振替の振替日は、毎月月末とする。ただし、振替日が取扱金融機関の休業日にあた

る場合は、翌営業日を振替日とする。 

（口座振替関係書類の受け渡し） 

第 8 条 川崎市は、納付届に基づき口座振替の内容を記録した口座振替依頼データ（以下「依頼

データ」という。）を振替日の１０営業日前から５営業日前までに、口座振替データ伝送サービ

ス（以下「伝送サービス」という。）を利用しデータ伝送中継機関に、データ伝送中継機関は振

替日の４営業日前までに取扱金融機関に送信するものとする。 

2  伝送サービスによらず住宅使用料の振替を行う取扱金融機関（以下「伝送サービスによらな

い取扱金融機関」という。）については、納付届に基づき作成された支店別振替依頼表（様式第

3 号）、納入通知書（様式第 4 号）、口座振替依頼明細（様式第 5 号。以下「明細書」という。）

及び市営住宅使用料口座振替収納報告書（様式第 6号。以下「収納報告書」という。）を受け渡

すものとする。 



3  川崎市が各納付義務者の口座振替を停止する場合は、川崎市営住宅使用料口座振替納付停止

依頼書（様式第 7号。以下「口座振替納付停止依頼書」という。）を作成し、振替日の 3営業日

前までに取扱金融機関に送付するものとする。なお、伝送サービスによらない取扱金融機関の

場合は、振替日の 5営業日前までに取りまとめ店に送付するものとする。 

（振替手続） 

第 9 条 取扱金融機関は、第 7 条に規定する振替日に、納付義務者が指定した預金口座から依頼

データ（又は明細書）に記載された金額を振り替えるものとする。 

2  取扱金融機関は、前条第 3項の口座振替納付停止依頼書が交付されたときは、口座振替納付

停止依頼書により指定された月の振替を停止するものとする 

（振替後の処理） 

第 10 条 取扱金融機関は、預金不足、その他の事由により住宅使用料が振替不能となったときは、

結果データを別表 1 に定める振替不能区分に従い、その結果を記録するものとする。この場合

において、伝送サービスによらない取扱金融機関については、明細書の振替不能欄に振替不能

区分を記載するものとする。 

2  取扱金融機関は、住宅使用料の振替を行った後、振替不能区分を記載した口座振替結果デー

タを伝送サービスを利用し、データ伝送中継機関を経由して、翌 4 営業日までに川崎市に送信

するものとする。この場合において、伝送サービスによらない取扱金融機関については、住宅

使用料の振替を行った後、納人保管領収書、振替結果を記載した収納報告書及び明細書、振替

不能の納入通知書を川崎市に受け渡すものとする。 

（取扱手数料及び郵送実費） 

第 11 条 川崎市は、口座振替収納の取扱手数料及び郵送実費を取りまとめ店からの請求に基づ

き、別表 2により支払うものとする。なお、取扱手数料は、振替依頼件数を基礎として算定し、

1 件当たりの取扱手数料は川崎市営住宅使用料の口座振替による収納事務取扱に関する協定書

に定めるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、昭和 58 年 4月 1 日から施行する。 

（施行期日） 

この要綱は、平成 8年 4月 1日から施行する。 

（施行期日） 

この要綱は、平成 30 年 4月 1 日から施行する。 

（施行期日） 

この要綱は、令和 3年 4月 1日から施行する。 



 別表１ 

振替結果コード 理由 

0 振替済 

1 資金不足 

2 取引なし 

3 預金者の都合による振替停止 

4 預金口座解約による振替停止 

8 委託者の都合による振替停止 

9 その他 

ただし、「8」とほかの振替不能区分が競合した場合は、「8」を優先する。 

別表２ 

振 替 日 請 求 日 支 払 日

4月～9月 10 月 20 日まで 10 月末日 

10 月～3月 4 月 20 日まで 4 月末日 



様式（第１号）



様式（第２号）



様式（第３号）



様式（第４号）



様式（第５号）



年   月   日

川崎市まちづくり局長

市営住宅使用料口座振替収納報告書（   年   月分）

内 訳 件 数 金 額

振 替 依 頼

振

替

結

果

振 替 不 能 分

振 替 済

上記のとおり報告いたします。

取扱担当者            

電話        内線     

※取りまとめ点にて集計し、まちづくり局住宅政策部市営住宅管理課へ提出してください。

様式（第６号）



御中

　　　　　　　年　　　月分の口座振替を依頼しましたが、下記の者について口座振替停止

の取扱いをお願いいたします。

　なお、振替不能理由は「８」振替停止(委託者都合）にて処理いただきますようお願いい

たします。

科
目

1

　　月　　　日振替分のみ停止をお願いいたします。

川崎市まちづくり局住宅政策部市営住宅管理課

電話　：　０４４－２００－２９４７

担当　：　収納・高額所得者対策担当班

川崎市営住宅使用料口座振替納付停止依頼書

　　　　　　　　　　　　　　　　　支店

支店
コード

口　座　番　号 振　替　金　額 管　理　番　号口座名義人

様式（第７号）


